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中西　正司
１　「施設入居者、待機者、親元からの自立促進研究会」の開催
平成21年度4月より「施設入居者、待機者、親元からの自立促進研究会」を東京都に設置する。委員会は当事者委員と地域行政、グループホーム運営者、作業所運営者、同利用者が入り行う。

知的障害者については6500名の施設居住者と1000名の施設待機者、親元にいる人たちがなぜ地域で暮らせなくなっているのかその理由を究明し、施設入所しなくてすむような政策立案を行う。当事者委員と地域行政、グループホーム運営者、作業所運営者、同利用者が入り、１年目は調査、2年目は政策立案を行う。
2　「地域自立生活支援サポートシステム」の創設
地域支援団体の支援は区市町村の裁量に任せる。プロジェクト支援として行い、必須事業として自立生活移行支援住宅、優良住宅制度の活用、当事者参加の施設移行支援の配置を行うこと。3年間は東京都の全額補助で行う。選択事業については市町村が制度を構築し、東京都が半額補助を行う。
１．自立生活移行支援住宅

地域移行をするためには施設の中の自立移行プログラムだけでは地域生活のリアルな体験ができないためどうしてもこれから住む地域での今後の生活に合わせた実践的訓練の場が必要となる。それをここでは自立生活移行支援住宅と名付ける。そこでは自立生活プログラムやピア・カウンセリングを受けプログラムにのっとった支援が行われる。自立生活移行支援住宅を全区市町村で２万人に１箇所それぞれ配置し、居住期間に自立生活プログラム、ピア・カウンセリングを受講すること。プログラムを自ら開催できない場合は委託できる。入居定員は１名で身体、精神、知的障害者のそれぞれの地域支援事業所が行う。

２．優良住宅制度の設置

　障害者の自立生活を促進する上でネックになっていたのが所得保障と住宅の確保であった。有料住宅制度は障害をもつ者であって低所得の障害者については4万円を限度として家賃の補助をおこなう。地域支援の核となる事業であり、東京都はこの事業の導入を図り、各区市町村での実施を推進していく。

３．ピア・カウンセラーの設置

区市町村の地域移行促進員や相談支援事業、地域活動支援センターでは地域移行促進員としてその有効性が実証されているピア・カウンセラーを配置する。ピア・カウンセラーとして雇用した事業所を東京都は支援する。

○選択事業

１．空き室利用自立生活移行支援住宅

ショートステイ、グループホーム、ケアホームで体験的居住ができるように空き室を認める。受け入れで入居者と同額の補助を出す。居住期間に自立生活プログラム、ピアカウンセリングプログラムを受講すること。

２．入居施設新規入所者数削減区市町村に対する補助金制度

施設在宅移行を推進し、新規施設入居者を増やさないために、東京都の身障センターによる入居判定会議を廃止し、市町村に入所者決定を任せる。新規施設入居を削減した市町村については、空きベッドについて入居者の居住し続けた場合と同額の補助金を東京都は負担する。

　またこの自立生活促進策によって当該施設設置区市町村に障害者が居住することを希望した場合は、東京都は国に特区申請し、出身地市町村に必要となるホームヘルパー制度に要する費用の区市町村負担分を出身市町村は負担する。

３．入居施設や行政の依頼によって地域居住を支援した場合の特別補助事業

施設が地域移行を進める場合、実際に地域に移行しそれをフォローアップする時の地域での移行の受け皿がなければ実質的に進まない。そこで施設の移行コーディネータや行政のワーカーが地域の支援組織を探すことになる。一方施設の支援する側は自らの入所者で手いっぱいの状況にある。入所施設や行政の依頼による今後大量に予想される地域移行には手が回らない状況にある。この制度はこのような制度の狭間にある利用者が地域移行を進めるために創設されるものである。市町村が自立支援を委託した場合、東京都はその支援を行う。障害者を受け入れて自立支援し、自立させる団体に対しては、相談や自立生活プログラム、ピアカウンセリングプログラム、自立生活移行支援住宅事業をおこなえば、補助を行う。

４．相談支援事業に施設移行補助

　現在施設から地域居住の移行について、核となるべき相談支援事業に東京都は指定機関でありながら、地域生活支援事業の補助以外の支援をしていない。そのため市町村の単独事業にあつかいをうけており、区市町村ではその委託金額が下がり続けている。この状況を改善するために元の国の補助基準に準じる補助を行う。

５．支援のネットワーク補助

グループホームの世話人は24時間体制で支援させられており、有能なスタッフが辞めていく状況になっている。補助金のレベルが低いためにこの事態が起こっている。地域のグルームホーム、ケアホーム、ショートステイの7割は民間団体が運営しており、団体の会員以外の施設からの退去者を受け入れる余裕はほとんどない。そこでこの7割を占める1法人1施設といわれる団体にネットワークへの参加を依頼する以外に方法はない。ネットワークの核となってくれる団体には人件費と活動費を支援し20人分のグループホーム、ケアホームの世話人の支援を行う。核になる団体は、相談事業所、介護派遣事業所、作業所、施設、グループホーム、ケアホーム、ショートステイなど市町村が指定する団体が受託できる。
